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文部省科学研究費補助金地域連携推進研究費（2）「社会情報基盤としてのデジタルシ

ティの構築」は，平成 11 年 4 月から平成 14 年 3 月の 3年計画で行われました．本研究

では「市民生活の 21 世紀の社会情報基盤として, 都市のデジタル情報をネットワーク

内に集積し提供する」というデジタルシティの概念を具体的に示すために, 京都を対象

に実際に「デジタルシティ京都プロトタイプ」の設計・実装を行いました．また，関連

する研究機関，企業，自治体，およびボランティアに呼びかけを行い，「デジタルシテ

ィ京都・実験フォーラム」を設立し，1999 年 10 月から 2001 年 9 月までの 2 年間，共

同でデジタルシティ京都プロトタイプの運営を行いました． 

本報告書には，関連する論文，資料を付録として含めました．御一覧頂ければ幸いで

す．この 3年間の御助力に感謝致します． 
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も調べると，ne.jp ドメインが最も多くなっている．これは，プロバイダ経由での一般

利用者が多いことを示していると考えられる．さらに，index-c.html（中国語のトップ

ページ）および index-e.html（英語のトップページ）へのアクセスから，ページを記

述している言語によるアクセス元の分布の違いを調べた．いずれのページに対しても，

jp ドメインの割合がデジタルシティ全体へのアクセスの場合と比べて小さくなってい

る．さらに，中国語ページに対しては，tw（台湾）ドメインが，英語ページに関しては，

de（ドイツ），uk（英国），ca（カナダ），au（オーストラリア）などが高くなっている

ことが特徴的である． 

5 5 5 5 国内外の研究者との交流国内外の研究者との交流国内外の研究者との交流国内外の研究者との交流    

デジタルシティに関係する活動は世界各地で行われており，そういった活動と情報交

換や協力することも重要である．たとえば，上海のおいて「インフォポート上海」を研
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究している上海交通大学とは，京都大学との間で研究者や学生の交換を行っている． 

デジタルシティ京都が他のポータルサイトと比べて特徴的な点として, 英語のペー

ジの他にも中国語のトップページ中国語のトップページ中国語のトップページ中国語のトップページが用意されていることがある. これは，実験フォーラ

ムのメンバーであり，日中交流に熱意のある高台寺の住職の呼びかけで，中国人留学生

が作成したものである．京都には留学生を始めとして多くの中国人が生活していること, 

中国でのインターネットのアクティビティの高まりをみれば, 今後このような情報提

供はますます重要になってくるはずである. 

また，京都大学情報学研究科社会情報学専攻と NTT コミュニケーション科学基礎研究

所の共催により，京都府，京都市，京都デジタルアーカイブ推進機構の後援を得て，1999

年 9 月 16 日から 18 日の 3日間, デジタルシティ京都会議デジタルシティ京都会議デジタルシティ京都会議デジタルシティ京都会議が開催された. 初日のシンポ

ジウムは講演者に海外からのデジタルシティ研究者・活動家を招いて，一般公開して行

われた．アメリカからは，MIT の建築学部長のウイリアム・ミッチェル氏が新しい高速

ネットワーク基盤が都市に与える影響について，イリノイ大学アーバナ・シャンペイン

校のノッシアー・コントラクタ氏がコミュニティネットワークを支援する活動について

講演した．ヨーロッパからは，アムステルダム大学社会科学情報学科のピーター・バン・

デン・ベッセラ－氏がアムステルダムデジタルシティについて，ヘルシンキ・テレホン・

コーポレーションのリスト・リンツリ氏がバーチャルヘルシンキの，アントワープの副

市長，ブルノ・ピーター氏がデジタル・インフォポート・アントワープの活動について

それぞれ紹介した．引き続いての二日間のワークショップにおいても, 国内外から 30

件近くの研究発表やデモンストレーションが行われ, デジタルシティへの世界各国で

の関心の高さがうかがわれた. これらの内容は,  

Toru Ishida and Katherine Isbister (Eds.), Digital Cities: Experiences, Technologies and 

Future Perspectives, Lecture Notes in Computer Science, 1765, Springer-Verlag, 2000. 

として出版されている.  

この２年後の 2001 年 10 月 18 日から 20 日にも，京都大学情報学研究科社会情報学専

攻と，科学技術振興事業団，NTT コミュニケーション科学基礎研究所との共催で，第第第第 2222

回回回回デジタルシティデジタルシティデジタルシティデジタルシティ京都京都京都京都会議会議会議会議を開催した．ここでも，1日シンポジウムと 2日間のワーク

ショップが行われ，シンポジウムには約 350 人，ワークショップには約 70 人が参加す



るという盛況であった．シンポジウムにおいては，カナダ・トロント大学のバリー・ウ

ェルマン氏が基調講演を行った．また海外から，シアトルコミュニティネットワークの

ダグ・シューラー氏，テレシティ，ヴィエナ市代表のイングリッド・ゲッツル氏，アメ

リカの NAIMA 代表エミー・ジョ・キム氏，国内から，富山県山田村の倉田勇雄氏，アジ

アネットワーク研究所の会津泉氏，京都大学の石田亨が講演を行った．第 2回デジタル

シティ京都会議の講演・発表論文を集めて， 

Makoto Tanabe, Peter van den Besselaar and Toru Ishida (Eds.), Digital Cities II: 

Computational and Sociological Approaches, Lecture Notes in Computer Science, 

Springer-Verlag, 2002. 

として出版した． 

また，世界各地のデジタルシティの活動を紹介する，より一般向けの書籍として，上

に紹介した研究者も含めて寄稿を依頼し， 

石田亨, 野村早恵子 (編), “特集： デジタルシティ,”bit, Vol. 33, No. 4, pp. 

2-35, 共立出版, April 2001. 

を刊行した．この中では，アムステルダム，ヘルシンキ，パリ，上海，シアトル，カー

ライル，京都におけるデジタルシティやコミュニティネットワークの活動が紹介され，

この分野に関する日本語で書かれた初めてのまとまった資料となっている．英語での書

籍としては，海外の研究者と共に，世界のデジタルシティの分析，考察を行い， 

Toru Ishida (Ed.), Understanding Digital Cities: Cross-Cultural Perspectives, MIT Press, 

2002. 

を出版した．会議の詳細については付録 Cを，書籍については付録 Eを参照されたい． 

また，アメリカのスタンフォードから，シニアのネット利用，それを支えるボランテ

ィア，社会システムなどをレポートするテックサラダテックサラダテックサラダテックサラダという試みを実験フォーラムで行

った．老人ホームでインターネットを教えるボランティア，障害者にパソコンを教える

定年技術者，120 万人の会員をもつシニアネットなど，コミュニティネットワーク先進

地の様々なアクティビティが紹介されている． 



６６６６    まとめまとめまとめまとめ    

デジタルシティ京都プロトタイプの構築を通して得た成果の大きなものに, 地域社

会との人的なネットワークが挙げられる. デジタルシティのような研究を行うものに

とって， 実証実験は必須であるが, いざシステムが完成してから実験環境を用意しよ

うとしても，すぐにかなえられるものではない.  

その意味で, 実験フォーラムという組織を設立したことによるメリットは大きい. 例

えば, 京都には多くの名所旧跡があるが, それらの写真を Web で掲載する場合には, 許

可を取ることが困難な場合が多い. 我々は京都新聞社の持つコンテンツに関して, 情報

の権利者から実験フォーラムの名前で利用許可を得ることができた. これも, 実験フォ

ーラムという公共的な目的を持った団体の活動が理解されたからだと考えている. こ

れらのコンテンツは我々が今後新しい実験を展開していく際の貴重な財産である.   

また, 実験フォーラムのメンバである高台寺（豊臣秀吉の正室ねねゆかりの寺）の寺

前浄因氏の協力で, NTT サイバーソリューション研究所による高台寺を舞台にしたコンコンコンコン

テンツ京都プロジェクトテンツ京都プロジェクトテンツ京都プロジェクトテンツ京都プロジェクトを行った. 高台寺の中を撮影した画像によるウォークスルー

を，Web に公開している．これも京都の寺院ではなかなか許可を頂けないことであり, 実

験フォーラムという地域との繋がりの場を有効に活用した成果であると考えている.   

しかし, デジタルシティ京都の活動が全ての面で順調に進んでいるわけではない.  

デジタルシティ京都プロトタイプは市民のための公共情報空間構築への足がかりとな

ることを目指してきた. しかし, それはまだ道半ばである. デジタルシティ京都の代表

的なサービスであるジオリンク京都と３Ｄ京都に関しても, 充分に普及しているとは

言い難い. 両者とも最新の技術的・研究的成果を盛り込んだシステムであるが, それが

逆に現在の一般のインターネット利用者の接続環境で日常的に利用してもらうことを

困難にしている.  

また, 大学, 行政, 企業, 市民ボランティアなどは, それぞれ異なった役割・目的を

持って実験フォーラムに参加している. 実際, プロジェクトを立ち上げてみたものの, 

お互いの思惑がうまくかみ合わず失敗に終わってしまったのものある.  



多くのコマーシャルサイトが地域情報のポータルとして立ち上がりつつある今日, 

コマーシャルサイトとデジタルシティ京都のような公共的なサイトとのすみわけは難

しい問題である.  我々は, それらを対立の構図でとらえるのではなく, 放っておけば

バラバラになってしまいかねない多様な組織や個人の互いの持ち味を生かしながら, 

うまく協調させて新たな公共情報空間を整えていくことが重要であると考えている, 

こういった点から, デジタルシティ京都でのフォーラム運営の試みは新しい方向性を

示している. そこでは, 研究者の役割は未来の情報社会の姿をプロトタイプとして示す

ことである. 企業はその中からビジネスとして実現可能なものをサービスとして実用

化する. 公共機関は, サービスの公平性・安全性を保障する. 市民ボランティアはビジ

ネスではカバーされな部分を補っていく役割をもつ. お互いの立場の違いから問題が

生じることもあるが, それらも含めて, 各々の参加者にとって貴重な経験になっている

と考えている.  

デジタルシティ京都・実験フォーラムは 2001 年 9 月で活動を終えた. デジタルシテ

ィ京都を対象とした学術研究は着実に成果を積み重ねつつあり, 2000 年４月からは 5

年間の計画で科学技術振興事業団戦略的基礎研究推進事業（CREST）でデジタルシティ

のユニバーサルデザインプロジェクトが発足し, 京都市街にデジタルシティ研究セン

タが設立された. 実験フォーラム終了後もデジタルシティに関する研究は活発に継続

されていくと考えられる.    

これに対して, 市民のための公共情報空間としてのデジタルシティ京都の今後はま

だ不明瞭である. ボランティアグループで, 実験フォーラムで得た地域との繋がりを有

効に活用しながら, 一般の人が広く参加して運営に加わることができる, 持続可能なデ

ジタルシティ実現への道を模索中である.   


